
１．国際交渉

〇 日ＥＵ・ＥＰＡ 【2019年2月発効】

・関税の即時撤廃 ・日本ワインの輸入規制の撤廃

・地理的表示の相互保護 ・単式蒸留焼酎の容量規制の緩和

〇 日米貿易協定 【2020年1月発効】

・ワイン・蒸留酒の容量規制の改正 ・地理的表示の保護の検討

・ラベル承認手続の簡素化 ・焼酎の取扱いのレビュー

〇 台湾の清酒関税の引下げ（40%→20%）【2019年7月】

〇 原発事故による輸入規制の撤廃

２．輸出手続の迅速化・簡素化

〇 輸出証明書発行手続の迅速化 【2019年9月】

〇 輸出明細書の提出不要 【2020年4月】

日本産酒類の輸出促進に向けた国税庁の取組

３．販路開拓支援

〇 海外の大規模展示会への出展支援

〇 海外バイヤーの招聘（国内商談会の実施）

４．国際的プロモーション

〇 国際的な機会の活用（リオ五輪、ジャポニズム、G20大阪サミット等）

〇 ジャパンハウス等におけるプロモーション

〇 海外の酒類専門家の招聘（酒蔵視察、レクチャー）

５．ブランド化の推進

〇 地理的表示の指定（焼酎、日本酒、ワインに係る12の表示）

〇 日本ワインの表示ルールの施行 【2018年10月】

〇 日本酒の海外向け「標準的裏ラベル」の公表 【2019年8月】

〇 日本酒のブランド戦略検討会の中間とりまとめ 【2019年12月】

６．酒蔵ツーリズムの推進

〇 酒税免税制度の導入 【2017年10月】

〇 清酒製造体験特区の導入 【2020年1月】

★ 国際交渉： 関税や輸入規制の撤廃、地理的表示の相互保護

★ 販路開拓支援： 海外新規取扱事業者の開拓、国内輸出商社・卸と酒類製造業者のマッチング

★ 海外向けのブランド化の推進： モデル事例の構築支援、地理的表示の指定・活用促進、技術支援（テロワール、熟成等）

★ 酒蔵ツーリズムの推進： モデル事例の構築支援

今後の重点的取組

令和２年度予算
日本産酒類の競争力強化・海外展開推進事業：13.1億円（元年度：2.5億円）
輸出促進室の新設（2年7月）

資料４




